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価， High potentia1 employees (ハイポ)であるかどうか，という点が多角的に評価される。
現在は30歳以前で管理職へと昇進する人が出てきている。管理職へと昇進した人が降格す
るというケースもある。















































































セス評価に依存する O プロセス評価による昇給は，各役割ごとに 0-4万円のなかで行われる。
管理職については年俸制となっており 営業利益率のレベルに応じて4つのゾーンが決めら




















せによって年俸上昇率が決まる。 6%，3%， 1-1.5%， 0以下と 4つの上昇率が評価ランクの































A: 4号， B: 3号， C: 2号， D: 1号という形で1年間の昇給額に差が出てくる。号俸の割





















































































































































































































































































































































































































































































グループが提供する LeadershipDevelopment Programのグローパルスキームがある。 1週
間の研修をアメリカで行い， 日本からは5-6人が参加する。これだけでは日本のLeadership
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